
団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 102.8 ％） （達成度 76.7 ％） Ｂ Ａ
①上げる②現
状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 117.6 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 111.4 ％） （達成度 93.3 ％） Ｂ Ａ
①下げる②現
状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 61.7 ％） （達成度 216.7 ％） Ａ Ａ
①下げる②上
げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 69.6 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 105.2 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 80.0 ％） （達成度 323.1 ％） Ｂ Ａ
①現状維持②
上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰについ
ては、「製版ﾄﾞﾘﾌﾞﾝ
ﾓﾃﾞﾙ」による商談
会からﾆｰｽﾞ発表
会、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ認定事
業へと重点を移
す。
あきんど塾では近
隣商工会議所と連
携し、より一層の周
知を図るとともに、
参加者の経営ニー
ズに合った講習会
となるよう努める。

〇

目標
数値

10
実績
数値

8
目標
数値

65

指標

各事業参加延人数

東京都文京区で開催され
た「製版ﾄﾞﾘﾌﾞﾝﾓﾃﾞﾙ」による
商談会への参加が２社、ﾌﾞ
ﾗﾝﾄﾞ認定に取組もうとした
事業所が３件（うち１社認定
予定）あり、ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰ構
想への参加が広がりつつ
ある。
「あきんど塾」は３日間開催
し、経営者としての資質向
上が図られた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

210

ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰ・街づ
くり事業

ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰ構想推進のため
「製販ﾄﾞﾘﾌﾞﾝﾓﾃﾞﾙ」による医療・
福祉分野への進出支援や健康
長寿関連の商品やｻｰﾋﾞｽに対
する「ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰﾌﾞﾗﾝﾄﾞ｣の認
定支援等の事業に取り組む。
経営ｾﾞﾐﾅｰﾙ「あきんど塾」を開
催し、販路拡大等への取り組
みを支援するとともに事業の持
続的発展に寄与する。また、商
店組織への活動支援を行う。

・ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰ事業参加事業者
数　8社
・あきんど塾　71名
・緒川商栄会事業参加延人数
139名

中小・
小規模事業者

指標

ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰ参加事業者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

賀詞交歓会につい
て会場の定員に制
約があるものの予
算等の理由から現
行通り実施する。
親睦事業について
も現行通りとする。

目標
数値

270
実績
数値

284
目標
数値

指標

事業者間および行政等の
相互交流のため、賀詞交
歓会や会員親睦事業、地
区総会を実施し、当初の目
標に達する参加者を得るこ
とができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

地域振興事業

地域の活性化に資する事業や
事業者間および行政との情報
交換を行う機会を提供すること
で地域事業者の交流と地域振
興を図る。

・賀詞交歓会参加人数　95名
・会員親睦事業参加延人数
79名
・各地区運営指導　110名 中小・

小規模事業者

指標
参加延人数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

行政との連携を密
にとり、事業者およ
び地域住民に還元
できる事業となるよ
う努める。

目標
数値

56
実績
数値

39
目標
数値

出展事業者数
指標

限られた出展ｽﾍﾟｰｽの中、
出展事業者独自の商品が
販売され、地域活性化の一
翼を担うとともに地域住民
へのPRによる売上拡大効
果を得られた。

総
合
評
価

Ｂ

実績
数値

祭典事業

於大まつり・産業まつりに協賛
し、にぎわいの創出、活性化に
寄与する。於大まつりにはバ
ザー出展、産業まつりでは商
工業展を開催し、「於大の方」
などの地域資源をPRするとと
もに地元商工業者の認知度お
よび売上向上を図る。

・於大まつり　4月15日(土)
　(出展事業者　10社、来場者
数　15,000人)
・産業まつり　11月11日(土)、
12日(日)
　(出展事業者　29社、来場者
数　24,000人)

中小・
小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

青年部では若手後
継者等育成ｾﾐﾅｰ
を実施する。
次世代塾ではﾆｰｽﾞ
の高い講習会を開
催し、事業者の見
識向上を図る。

〇

目標
数値

60
実績
数値

37
目標
数値

12

指標
次世代塾参加延人数 青年部は関係団体の講習

会のほか、若手後継者等
育成ｾﾐﾅｰを実施し、女性
部も知多支部の講習会に
参加し、見識を深めた。
次世代塾は講習会や視察
を実施し、多くの参加者を
得た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
26

若手後継者等育成
事業

知識や資質の向上を図るため
青年部・女性部それぞれ講習
会等を開催する。
地域振興活動の持続的維持基
盤を確保するため、個店の経
営力強化に重点を置いた次世
代塾を実施する。

・講習会等参加延人数　37名
・若手後継者等育成ｾﾐﾅｰ 56
名
・次世代塾参加延人数　26名

小規模事業者・
青年部員・
女性部員

指標
講習会等参加延人数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営計画作成ｾﾐ
ﾅｰは継続し、事業
計画作成の定着と
実行支援を図る。
業種別講習会につ
いても、事業者の
ｻｰﾋﾞｽ力向上につ
ながるよう努めた
い。

〇

目標
数値

35
実績
数値

39
目標
数値

30

指標

個別指導参加者数
経営計画作成ｾﾐﾅｰによ
り、事業計画作成のﾉｳﾊｳ
が高められ、補助金申請に
も積極的に取り組む姿勢
がみられた。
業種別講習会では、技術
的指導に加え、ｽﾀｲﾙ提案
等もあり、ｻｰﾋﾞｽ向上に役
立つものとなった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
28

講習会等

企業の経営力強化および持続
的な発展に寄与する講習会等
を開催する。
集団指導では、経営戦略や事
業計画の策定支援ｾﾐﾅｰ、業
種別講習会を開催する。個別
指導では、専門家による助言・
指導をもとに課題抽出および
解決に向けた支援を行う。

講習会開催回数及び参加者数
・集団指導　7回　39名
・個別指導　9回　28名

小規模事業者

指標

集団指導参加者数

財務諸表を積極的
に活用できるよう、
経営計画の必要性
についても理解を
深められるよう努
める必要がある。目標

数値
621

実績
数値

730
目標
数値

実績
数値

小規模事業者の経理事務
の省力化と税務知識の向
上に努めた。また、金融相
談や経営計画作成への活
用も行うことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

記帳継続指導

人的資源の乏しい小規模事業
者が経理事務の省力化と経営
計画に必要な各種指標を把握
できるよう記帳機械化の推進
を図るとともに、正しい税知識
の習得による適正な申告納税
を実現する。

・指導対象者数　69名
・指導延日数　638日
・指導延回数　730回

小規模事業者

指標
記帳指導延回数

指標

目標
数値

1350
実績
数値

1388
目標
数値

30

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営相談の内容が
高度化・専門家す
るなかで、1件に費
やす時間等も長く
なっているが、効率
を上げるよう努める
ことで若干の目標
増加を図る。

〇
巡回・窓口相談指
導事業

従来の金融や税務相談等のほ
かに、経営環境や財務内容の
分析とその結果に基づき、需
要を見据えた事業計画を策定
する伴走型支援事業を実施す
る。前年度と同じく、重点的に
指導する事業所を選定し、当
該事業所に対して相談を重
ね、指導内容の質的向上を
図っていく。
創業件数の増加と開業後の伴
走型支援を実施するために創
業支援相談窓口を設置する。

・巡回窓口指導実企業数　432
件
　（非会員32件）
・巡回窓口指導延件数　1388
件
・課題解決提案件数　23件
・経営革新承認件数　2件
・創業支援者数　7件
　（指導延回数　12件）

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

昨年同様、従来までの経
営相談の柱であった金融、
税務の割合が減少し、新商
品等の開発や販路拡大を
図る相談指導が増えてきて
おり、伴走型支援の普及が
拡がりつつある。

実績
数値

23

平成２９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

平成２９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 110.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 128.0 ％） （達成度 96.7 ％） Ｂ Ａ
①上げる②下

げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 77.5 ％） （達成度 101.7 ％） Ｂ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 102.9 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 109.1 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 96.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

目標
数値

50
実績
数値

48
目標
数値

ﾏﾆﾌｪｽﾄ作成枚数
指標

愛知県の指導によりﾏﾆﾌｪ
ｽﾄ作成基準が一か月分の
集計から持ち込まれるごと
の作成となり、作成枚数が
大幅増加した。作成枚数は
概ね当初計画どおりであっ
た。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

資源ﾘｻｲｸﾙ推進協
議会への参加拡大
を図るため、対象
業種を絞った効率
的な事業PRに力を
入れていく。

産業団体事業

東浦町資源ﾘｻｲｸﾙ推進協議会
や日本容器包装ﾘｻｲｸﾙ協会の
事業活動に協力することによ
り、中小企業・小規模事業者の
社会的貢献や循環型社会の実
現のための一助となり、ひいて
は商工業の発展に資すること
を目的とする。

・ﾏﾆﾌｪｽﾄ作成枚数　48枚
（ﾏﾆﾌｪｽﾄとは産業廃棄物を処
理委託する際に事業者が廃棄
物の業者間の流れを確認でき
るように作成する管理表）

中小・
小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

税に関するﾀｲﾑﾘｰ
な話題を生かした
講習会を開催し、
税務問題の 理解
や関心をより 深め
ていく。目標

数値
11

実績
数値

12
目標
数値

指標

税制等の研修を通じて税
務に関する知識の修得及
び重要性についての認識
を 高めることができた。ま
た、地域の異業種間の交
流及び活性化にも一定の
効果があった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

青色申告会・法人
会事業

青色申告会・法人会等の税務
支援団体、地域貢献団体との
連携や活動をｻﾎﾟｰﾄすることに
より、国・地方公共団体、地域
社会への貢献や発展のための
一助となり、ひいては商工業の
活性化に還元されることを目的
とする。

・青色申告会役員会等　5回
・法人会役員会等　７回

青色申告会員・
法人会員

指標
委員会等開催回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

未加入事業所に対
し労働保険制度の
理解を促し、受託
事業所の増加を図
る。また、既存事業
所に対し、制度改
正等の新たな情報
を提供し、良好な
労使関係の構築に
寄与する。

目標
数値

105
実績
数値

108
目標
数値

指標

事業場に応じた申請・届出
および適正な保険給付の
助言・指導を行い、事業主
の事務手続きの軽減に一
定の効果を発揮した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

労働保険事業

労働保険料の申告納付をはじ
め、従業員の入退社に伴う届
出書類の作成等を事務組合に
て受託し、中小企業・小規模事
業者の事務負担軽減を図る。
また、必要に応じ労災・雇用両
保険の適正な給付申請等を支
援し、良好な労使関係の構築
や労働面における経営基盤の
安定に繋げる。

・受託事業所数　108事業場

中小・
小規模事業者

指標

受託事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

健診事業について
現行の方法では受
付者をこれ以上増
やせないため、需
要に合わせて柔軟
に実施時間等の見
直しが必要である。目標

数値
40

実績
数値

31
目標
数値

60

指標
事業所健康診断受診者数

共済制度の普及について
は事業所の必要性を鑑み
て推進することに努めた。
事業所健康診断受診者数
は例年並みであり、事業所
に求められる従業員の健
康管理に資することができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
61

福利厚生事業

経営の持続的安定を図るため
の各種共済制度の普及を図る
とともに法律で規定されている
定期健康診断に必要とされる
項目を網羅した健診事業を実
施することで中小企業・小規模
事業者における従業員等の健
康と福利厚生に資することを目
的とする。

・各種共済制度加入件数 31
件
・事業所健康診断受診者数
61名 中小・

小規模事業者

指標
各種共済加入件数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

各種委員会・部会
活動は各会がﾃｰﾏ
を掲げ、充実した
活動を目指すた
め、開催回数を若
干増やす。
抽選会については
概ねこれまでどおり
とする。

目標
数値

25
実績
数値

32
目標
数値

90

指標

抽選会加盟店舗数

工業部会では、町内にある
優良企業２社の工場見学
と産業まつりでの子供を対
象にしたものづくり体験に
多数の参加者があり、企業
および町民との連携に努め
た。
商業部会では、産業まつり
における抽選会を開催し、
賑わいの創出に努めた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

87

部会・委員会事業

工業部会では町内の大手企業
との連携強化のため町内の企
業２社の工場見学を行うととも
に、将来に向けたものづくりと
ひとづくりのため産業まつりに
出展する。
商業部会では産業まつり抽選
会開催のため、事前に抽選会
加盟店を募集し、まつり当日の
賑わい創出に努めるとともに、
参加企業の事業発展に資する
事業に取り組む。
各委員会について必要に応じ
て適宜開催する。

・部会・委員会活動　32回
・抽選会加盟店舗数　87店

中小・
小規模事業者

指標

部会・委員会開催回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

優良従業員表彰に
ついては、今後も
事業所に周知を行
い、利用を拡大を
図る。
合同企業説明会に
ついては、近隣諸
団体と連携し、より
来場者が増えるよ
う努めたい。

目標
数値

20
実績
数値

22
目標
数値

指標

雇用の安定および従業員
の勤労意欲向上のため優
良従業員表彰者の推薦が
なされた。
また、合同企業説明会にお
いて、近隣市町の新規学
卒者等への採用活動を支
援することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

雇用促進事業

中小企業・小規模事業者の経
営基盤の安定に寄与するた
め、優良従業員表彰を実施し、
従業員の定着化および勤労意
欲の高揚に繋げる。
また、新規学卒者等の採用の
機会創出のため合同企業説明
会を開催し、雇用促進を支援
する。

・優良従業員表彰者　22名
・合同企業説明会開催　2回

中小・
小規模事業者

指標

優良従業員表彰者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

国の補助金等期日
に余裕のない情報
をより遅滞なく情報
提供できるよう広報
誌の作成時間の短
縮に努める。

〇

目標
数値

12
実績
数値

12
目標
数値

指標

小規模事業者の経営改善
に有益と思われる情報を取
捨選択して広報誌やﾁﾗｼに
より情報提供するよう努め
た。また期限のないものに
ついてはﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを積極
的に活用した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査・広報事業

小規模事業者にとって有益と
思われる金融・労務・税務等の
情報や国・県等の小規模政策
や各種補助金の詳細について
遅滞なく発信することで事業者
の情報選択能力を補完すると
ともに商工会事業についても
周知を図る。

・広報誌発行回数　12回
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる情報発信

中小・
小規模事業者

指標
広報誌発行回数

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


